
宮崎市乳児等通園支援事業の認可及び特定乳児等通園支援事業者の確認に関する要綱 

 

（趣旨）  

第１条　この要綱は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「児福法」という。）第

34条の15第２項の規定に基づく乳児等通園支援事業の認可（以下「認可」という。）及

び認可の変更等並びに子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「子子法」と

いう。）第54条の２第１項に基づく特定乳児等通園支援事業者の確認（以下「確認」と

いう。）及び確認の変更等に関し、児福法、児童福祉法施行規則（昭和23年厚生労働省

令第11号。以下「児福法施行規則」という。）、乳児等通園支援事業の設備及び運営に

関する基準（令和７年内閣府令第１号。以下「認可基準」という。）、宮崎市乳児等通

園支援事業の設備及び運営に関する条例（令和７年条例第47号。以下「認可基準条例」

という。）、子子法、子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号。以下「子

子法施行令」という。）、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号。

以下「子子法施行規則」という。）、特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（令

和７年内閣府令第95号。以下「確認基準」という。）、宮崎市特定乳児等通園支援事業

の運営の基準に関する条例（令和７年条例第76号。以下「確認基準条例」という。）及

びその他の関連法令（国の通知を含む。以下同じ。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条　この要綱における用語の意義は、児福法、児福法施行規則、認可基準、認可基準

条例、子子法、子子法施行令、子子法施行規則、確認基準及び確認基準条例の例によ

る。 

 

（認可の基本方針） 

第３条　市長は、児福法、児福法施行規則、認可基準、認可基準条例及びこの要綱に定め

る認可に係る基準を満たす者については認可を行うものとする。認可に当たっては、宮

崎市子ども・子育て支援事業計画に従い、就学前児童数、施設の配置状況や将来の需要

等を踏まえ、その必要性を審査する。 

 

（認可の申請者） 

第４条　児福法第34条の15第２項に規定する認可の申請（以下「認可申請」という。）を

行おうとする者（以下「認可申請者」という。）は、同法第34条の15第３項各号（当該

認可申請者が社会福祉法人又は学校法人である場合にあっては、第４号に限る。）をい

ずれも満たす者でなければならない。 

２　認可申請者が社会福祉法人又は学校法人以外の者である場合は、別表第１の要件を満

たすものとする。 

 

（乳児等通園支援事業所の位置） 



第５条　乳児等通園支援事業を実施する場所は、以下の各号に該当するものとする。 

　（１）都市計画法令などの関係法令を遵守していること。 

　（２）その他、周囲の環境について、児童の心身ともに健やかな育成に支障がないこ

と。 

 

（不動産の貸与を受けて運営する乳児等通園支援事業の認可の基本方針） 

第６条　認可申請者が乳児等通園支援事業の用に供する土地又は建物について貸与を受け

て乳児等通園支援事業を実施する場合は、以下の要件を満たすものでなければならな

い。 

（１）貸与を受ける土地及び建物について、地上権又は賃借権を設定し、かつ、これが

登記されていること。ただし、次のいずれかに該当する場合にあっては、当該登記

を行わないことができる。 

ア　土地又は建物の貸与を受ける場合において、当該賃貸借期間が賃貸借契約にお

いて10年以上とされている場合 

イ　貸主が地方住宅公社若しくはこれに準ずる法人又は地域における基幹的交通事

業者等の信用力が高い主体であると市長が認めた場合 

（２）貸与を受ける土地及び建物の賃借料が、地域の水準に照らして適正な額以下であ

ること。 

（３）貸与を受ける土地及び建物の賃借料を支払うための財源について、安定的に賃借

料を支払い得る財源が確保されていること。 

 

（事業計画書の提出） 

第７条　認可申請者は、所定の受付期間内に別に定める事業計画書を市長に提出するもの

とする。 

 

　（認可及び確認の申請） 

第８条　認可申請及び子子法第54条の２第１項の規定による確認の申請（以下「確認申

請」という。）は、乳児等通園支援事業認可申請書（兼）特定乳児等通園支援事業者確

認申請書（様式第１号）に、関係書類を添えて市長に申請しなければならない。 

２　市長は、前項の規定による申請について認可及び確認をしたときは、乳児等通園支援

事業認可通知書（兼）特定乳児等通園支援事業者確認通知書（様式第２号）により、当

該申請をした者に通知するものとする。 

３　市長は、第１項の規定による申請について、当該申請を認可しない場合にあっては、

乳児等通園支援事業認可不承認通知書（様式第３号）により、当該申請を確認しない場

合にあっては、特定乳児等通園支援事業者確認却下通知書（様式第４号）により、当該

申請をした者に通知するものとする。 

 

（認可事項の変更届）  

第９条　乳児等通園支援事業を行う者（以下「乳児等通園支援事業者」という。）は、児



福法施行規則第36条の36第３項又は第４項の規定による認可事項の変更を届け出るとき

は、乳児等通園支援事業認可事項変更届出書（様式第５号）に、変更事項を証する書類

を添えて市長に提出するものとする。 

２　市長は、前項の届出を受けたときは、必要に応じて実施確認等を行うものとする。 

 

（乳児等通園支援事業の廃止又は休止の承認申請）  

第10条　乳児等通園支援事業者は、児福法第34条の15第７項の規定により乳児等通園支援

事業を廃止し、又は休止しようとするときは、あらかじめ乳児等通園支援事業廃止・休

止承認申請書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。この場合において、乳

児等通園支援事業者は、事前に利用乳幼児の保護者に対して、廃止・休止に関する説明

を行い、利用乳幼児の保護者の不都合とならないよう十分に配慮するものとする。 

２　市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、申請内容を審査し、承認す

る場合にあっては、乳児等通園支援事業廃止・休止承認書（様式第７号）を、承認しな

い場合にあっては、乳児等通園支援事業廃止・休止不承認通知書（様式第８号）によ

り、当該申請者に対して通知するものとする。 

 

（廃止又は休止の要件） 

第11条　市長は、前条の定めるところにより、乳児等通園支援事業の廃止の申請があった

ときは、その内容が次に掲げる要件を満たすかどうかについて審査を行うものとする。 

（１）廃止の理由がやむを得ないものであり、廃止の時期が廃止の理由から判断して妥

当なものであると認められること。 

（２）廃止について社会福祉法人理事会の議決その他法人の定款に定める所定の手続き

を経ていること（社会福祉法人以外の者にあってはこれに準じた必要な手続きを経

ていること。）。 

（３）その他当該乳児等通園支援事業の廃止を認めることが適当でないと市長が認める

特段の事由がないこと。 

２　市長は、前条の定めるところにより、乳児等通園支援事業の休止の申請があったとき

は、その内容が次に掲げる要件を満たすかどうかについて審査を行うものとする。 

（１）休止の理由がやむを得ないものであり、休止の時期及び期間が休止の理由から判

断して妥当なものであると認められること。 

（２）その他当該乳児等通園支援事業の休止を認めることが適当でないと市長が認める

特段の事由がないこと。 

 

（乳児等通園支援事業の再開） 

第12条　休止している乳児等通園支援事業を再開しようとする乳児等通園支援事業者は、

あらかじめ市長に対し再開に係る協議を行うものとする。 

 

（認可の取消し） 

第13条　市長は、児福法第58条第２項の規定に基づき、乳児等通園支援事業者が同法若し



くは同法に基づいて発する命令又はこれらに基づいてなす処分に違反したときは当該乳

児等通園支援事業者に対し、期限を定めて必要な措置をとるべき旨を命じ、さらに当該

乳児等通園支援事業者がその命令に従わないときは、期間を定めて乳児等通園支援事業

の停止を命じることがあり、その際、当該乳児等通園支援事業者がその命令に従わず他

の方法により運営の適正を期しがたいときは、認可の取消しを行うことができる。 

２　前項の規定に関わらず、当該違反が、乳幼児の生命身体に著しい影響を与えるなど、

社会通念上著しく悪質であり、改善の見込みがないと考えられる場合については、速や

かな事業の停止や認可の取消しを行うことができる。 

 

（確認の変更の申請） 

第14条　子子法第54条の３において準用する同法第44条の規定により確認の変更を受けよ

うとする者は、特定乳児等通園支援事業者確認変更申請書（様式第９号）に子子法施行

規則第44条の２において準用する同規則第40条第３号から第５号までに掲げる事項を記

載した書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

２　市長は、前項の規定による申請について確認の変更を認めたときは、特定乳児等通園

支援事業者確認変更通知書（様式第10号）により、当該申請を却下したときは特定乳児

等通園支援事業者確認却下通知書（様式第11号）により、当該申請をした者に通知する

ものとする。 

 

（特定乳児等通園支援事業者の変更の届出等）  

第15条　子子法第54条の３において準用する同法第47条第１項の規定による事業所の名称

及び所在地その他子子法施行規則で定める事項の変更の届出は、特定乳児等通園支援事

業者住所等変更届出書（様式第12号）により行うものとする。 

２　子子法第54条の３において準用する同法第47条第２項の規定による利用定員の減少の

届出は、特定乳児等通園支援事業者利用定員減少届出書（様式第13号）により行うもの

とする。 

 

（特定乳児等通園支援事業者の確認の辞退）  

第16条　特定乳児等通園支援事業者は、子子法第54条の３において準用する同法第48条の

規定による確認の辞退をするときは、特定乳児等通園支援事業者確認辞退届出書（様式

第14号）を市長に提出することにより行うものとする。 

 

（確認の取消し等） 

第17条　市長は、子子法第54条の３において準用する同法第52条第１項の規定により、確

認を取り消し、又は期間を定めてその全部若しくは一部の効力を停止するときは、特定

乳児等通園支援事業者確認取消・停止通知書（様式第15号）により、当該確認の取消し

又は停止に係る特定乳児等通園支援事業者に通知するものとする。 

 

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） 



第18条　子子法第55条第２項の規定による業務管理体制の整備に関する事項の届出は、業

務管理体制整備事項届出書（様式第16号）を市長に提出することにより行うものとす

る。 

２　子子法第55条第３項の規定による業務管理体制の整備に関する事項の変更の届出は、

業務管理体制整備事項変更届出書（様式第17号）を市長に提出することにより行うもの

とする。 

 

（雑則） 

第19条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日）  

１　この要綱は、令和８年６月30日から施行する。 

 

（宮崎市乳児等通園支援事業認可要綱の廃止） 

２　宮崎市乳児等通園支援事業認可要綱は廃止する。 

 

（宮崎市特定乳児等通園支援事業者の確認等に関する要綱の廃止） 

３　宮崎市特定乳児等通園支援事業者の確認等に関する要綱は廃止する。 

 



別表第１（第４条第２項関係） 
 

認可申請者が社会福祉法人又は学校法人以外の者である場合の要件 

項目 要件 

経済的基礎 

（児福法第34条の15

第３項第１号関係） 

次の（１）及び（２）のいずれにも該当すること。 

（１）年間事業費の１/12以上に相当する資金を、普通預金、当座預金等により有して

いること。 

（２）財務内容が適正であること（少なくとも、直近の会計年度において、乳児等通園

支援事業を経営する事業以外の事業を含む当該主体全体の財務内容について、３年

以上連続して損失を計上していないこと。）。 

社会的信望 

（児福法第34条の15

第３項第２号関係） 

次の（１）及び（２）のいずれにも該当すること。 

（１）乳児等通園支援事業の経営者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役

員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とす

る。以下同じ。）が社会的信望を有すること。 

（２）乳児等通園支援事業の経営者が宮崎市暴力団排除条例（平成23年条例第47号）第

２条第３号に規定する暴力団関係者でないこと。 

知識・経験 

（児福法第34条の15

第３項第３号関係） 

次の（１）又は（２）に該当すること。 

（１）実務を担当する幹部職員が、保育所並びに保育所以外の児童福祉施設、認定こど

も園、幼稚園、家庭的保育事業等（家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型

保育事業及び事業所内保育事業をいう。）及び乳児等通園支援事業において２年以

上勤務した者であるか、若しくはこれと同等以上の能力を有すると認められる者で

あるか、又は、経営者に社会福祉事業について知識経験を有する者を含むこと。 

（２）経営者に、乳児等通園支援（児福法第６条の３第23項に規定する乳児等通園支援

事業として行う同項の乳児又は幼児への遊び及び生活の場の提供並びにその保護者

との面談及び当該保護者への援助をいう。）の利用者（保育の利用者その他のこれ

に準ずる者を含む。）及び実務を担当する幹部職員を含むこと。 

その他 

（認可の条件） 

認可の条件として、次の（１）から（４）に従うこと。 

（１）児福法第34条の16第１項の基準を維持するために、設置者に対して必要な報告を

求めた場合には、これに応じること。 

（２）収支計算書又は損益計算書において、乳児等通園支援事業を経営する事業に係る

区分を設けること。 

（３）企業会計の基準による会計処理を行っている者は、（２）に定める区分ごとに、

企業会計の基準による貸借対照表（流動資産及び流動負債のみを記載）、借入金明

細書、基本財産及びその他固定資産の明細書を作成すること。 

（４）毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる書類に、乳児等通園支援事業を経営

する事業に係る現況報告書を添付し、市長に提出すること。 

（ⅰ）前会計年度末における貸借対照表 

（ⅱ）前会計年度の収支計算書又は損益計算書 

（ⅲ）企業会計の基準による会計処理を行っている者は、乳児等通園支援事業を経

営する事業に係る前会計年度末における企業会計の基準による貸借対照表

（流動資産及び流動負債のみを記載）、借入金明細書、基本財産及びその他

固定資産の明細書 

 

 

 



様式第１号（第８条第１項関係） 

 

乳児等通園支援事業認可申請書（兼）特定乳児等通園支援事業者確認申請書 

 

年　　月　　日 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

児童福祉法第34条の15の規定による認可及び子ども・子育て支援法第54条の２第２項の

規定による確認を受けたいので、以下のとおり申請します。 

 

１　事業所の名称等 

事業所の名称  

事業所の所在地  

区分 
（該当するものに○） 

 一般型乳児等通園支援事業 

 余裕活用型乳児等通園支援事業 

事業者の主たる 

事務所の所在地 

〒  ‐   

 

電　話： 

メール： 

事業者の代表者 

フリガナ  職　　名  

氏　　名  生年月日 年　月　日 

住　　所  

事業の開始予定 

年月日 
年　　月　　日 

 

２　添付書類 

　　別紙「添付書類一覧」のとおり 



様式第２号（第８条第２項関係） 

 

乳児等通園支援事業認可通知書（兼）特定乳児等通園支援事業者確認通知書 
 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　　　 

 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった乳児等通園支援事業の認可については、児童福

祉法第34条の15第５項の規定に基づき、認可しました。また、同申請における特定乳児等

通園支援事業者の確認について、子ども・子育て支援法第54条の２第２項の規定に基づき

確認したため、通知します。 

 

１　事業所の名称等 

事業所の名称  

事業所の所在地  

事業の区分  

事業開始年月日  

 

２　利用定員（※） 

１時間あたりの利用定員（人） 

０歳 １歳 ２歳 合計 

    

　　※認可定員と同数とする。 

 

 

 

 



様式第３号（第８条第３項関係） 

 

乳児等通園支援事業認可不承認通知書 

 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　　　 

 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった乳児等通園支援事業の認可については、次の理

由により不承認としましたので通知します。なお、認可の不承認に伴い、特定乳児等通園

支援事業者の確認の申請については、無効とします。 

 

 

認可しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、宮崎市長に対して審査請求をすることができます。 ​  

２　この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、宮崎市（訴訟において宮崎市を代表するものは宮崎市長となります。）を被告として提

起することができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。 



様式第４号（第８条第３項関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認却下通知書 

 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　 

 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった特定乳児等通園支援事業者に係る（　確認　・

　確認の変更　）について、次の理由により却下しましたので通知します。 

 

却下の理由 

 

 

 

 

 

 

 
（教示） 

１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、宮崎市長に対して審査請求をすることができます。 ​  

２　この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、宮崎市（訴訟において宮崎市を代表するものは宮崎市長となります。）を被告として提

起することができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

​ ​  

 

 



様式第５号（第９条第１項関係） 

 

乳児等通園支援事業認可事項変更届出書（施設名称等の変更） 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

児童福祉法第34条の15第２項の規定による認可を受けた事項に変更がありましたので、

児童福祉法施行規則第36条の36第３項の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。 

 

１　事業所の名称等 

事業所の名称  

事業所の所在地 

〒  ‐　　　　 

 

電　話：　　　　　 

メール：​  

 

２　変更事項 

　　該当するものに〇をつけてください。 

変更事項 

 事業所の名称 

 事業所の種類 

 事業所の位置（所在地） 

 （法人又は団体の場合）定款、寄附行為その他の規約 

 

３　変更内容 

変更内容 

変更年月日 年　　　　月　　　　日 

変更前  

変更後  

変更の理由  

 

４　添付書類 

　　別紙「添付書類一覧（変更）」のとおり 

 



様式第５号（第９条第１項関係） 

 

乳児等通園支援事業認可事項変更届出書（建物その他の設備の変更等） 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

児童福祉法第34条の15第２項の規定による認可を受けた事項に変更がありましたので、

児童福祉法施行規則第36条の36第３項の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。 

 

１　事業所の名称等 

事業所の名称  

事業所の所在地 

〒  ‐　　　　 

 

電　話：　　　　　 

メール：​  

 

２　変更事項 

　　該当するものに〇をつけてください。 

変更事項 

 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面 

 事業の運営についての重要事項に関する規程 

 経営の責任者若しくは福祉の実務に当たる幹部職員 

 （法人又は団体の場合）定款、寄附行為その他の規約 

 

３　変更内容 

変更内容 

変更年月日 年　　　　月　　　　日 

変更前  

変更後  

変更の理由  

 

４　添付書類 

　　別紙「添付書類一覧（変更）」のとおり 

 



様式第６号（第10条第１項関係） 

 

乳児等通園支援事業認可廃止又は休止申請書 

 

年　　月　　日 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　申請者及び届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

児童福祉法第34条の15第７項の規定による認可の廃止又は休止をしたいので、以下のと

おり申請及び届出をします。 

 

事業所の名称  

事業所の所在地 

〒  ‐　　　　 

 

電　話： 

メール： 

廃止又は休止及び 

廃止の理由 
 

現に乳児等通園支援を

受けている児童 

に対する措置 

 

廃止又は休止及び確認 

を辞退する予定年月日 
年　　　　月　　　　日 

（廃止の場合） 

財産処分 

 

 

 

 

 

 

様式第７号（第10条第２項関係） 

 



乳児等通園支援事業廃止・休止承認書 

 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　 

 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった乳児等通園支援事業の廃止（休止）について

は、児童福祉法第34条の15第７項の規定により、廃止（休止）を承認します。 

 



様式第８号（第10条第２項関係） 

 

乳児等通園支援事業廃止・休止不承認通知書 

 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　 

 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった乳児等通園支援事業の廃止（休止）について

は、下記により不承認としたので通知します。 

 

不承認の理由 

 

 

 

 

 

 

 
（教示） 

１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、宮崎市長に対して審査請求をすることができます。 ​  

２　この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、宮崎市（訴訟において宮崎市を代表するものは宮崎市長となります。）を被告として提起

することができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

に審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。  



様式第９号（第14条第１項関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更申請書（利用定員の増加） 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

 

　子ども・子育て支援法第54条の２第１項の確認において定められた利用定員を増加する

ことについて、当該確認の変更を受けたいので、同法第54条の３において準用する同法第

44条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

１　事業所の名称等 

事業所の名称  

事業所の所在地 〒  ‐   

 

電　話： 

メール： 

 

２　利用定員を増加しようとする理由等 

変更前の利用定員（人） 変更後（増加）の利用定員（人） 

０歳 １歳 ２歳 合計 ０歳 １歳 ２歳 合計 

        

利用定員を増加 

しようとする理由 

 

 

 

 



様式第10号（第14条第２項関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更通知書 
 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　　　 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった特定乳児等通園支援事業者に係る確認の変更に

ついては、次のとおり確認しましたので通知します。 

 

 

事業所の名称  

事業所の所在地  

変更後の利用定員  

確認年月日  

 

 
（教示） 

１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、宮崎市長に対して審査請求をすることができます。 ​  

２　この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、宮崎市（訴訟において宮崎市を代表するものは宮崎市長となります。）を被告として提

起することができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 



様式第11号（第14条第２項関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認却下通知書 
 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった特定乳児等通園支援事業者に係る確認の変更に

ついて、次の理由により却下しましたので通知します。 

 

却下の理由 

 

 

 

 

 

 

 
（教示） 

１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、宮崎市長に対して審査請求をすることができます。 ​  

２　この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、宮崎市（訴訟において宮崎市を代表するものは宮崎市長となります。）を被告として提

起することができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

​ ​  

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第12号（第15条第１項関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者住所等変更届出書 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

 

　次のとおり変更したので、子ども・子育て支援法第54条の３において準用する同法第47

条第１項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

 

１　事業所の名称等 

事業所の名称  

事業所の所在地 〒  ‐   

 

電　話： 

メール： 

 

２　変更事項 

（該当するものに〇をつけてください） 

変更事項 

 事業所の名称 

 事業所の所在地 

 設置者の名称、主たる事務所の所在地 

 代表者の氏名、生年月日及び職名 

 代表者の住所 

 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等 

 建物の構造概要及び図面並びに設備の概要 

 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

 運営規程 

 請求に関する事項 

 役員の氏名、生年月日及び住所 



 

３　変更内容 

変更内容 

変更年月日 年　　月　　日 

変更前  

変更後  

変更の理由  

 

 

 



様式第13号（第15条第２項関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者利用定員減少届出書 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

 

　次のとおり、特定乳児等通園支援事業の利用定員の減少について、子ども・子育て支援

法第54条の３において準用する同法第47条第２項の規定により、関係書類を添えて届け出

ます。 

 

１　事業所の名称等 

事業所の名称  

事業所の所在地 〒  ‐   

 

電　話： 

メール： 

 

２　利用定員を減少しようとする理由等 

変更前の利用定員（人） 変更後（減少）の利用定員（人） 

０歳 １歳 ２歳 合計 ０歳 １歳 ２歳 合計 

        

現に利用している

小学校就学前子ど

もに対する措置 

 

利用定員を減少し

ようとする年月日 
 

利用定員を減少 

しようとする理由 
 

 



様式第14号（第16条関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認辞退届出書 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

 

　特定乳児等通園支援事業者に係る確認の辞退について、子ども・子育て支援法第54条の

３において準用する同法第48条の規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

 

事業所の名称  

事業所の所在地 〒  ‐   

 

電　話： 

メール： 

事業の種別  

確認を辞退しよう

とする理由 

 

現に乳児等通園支

援を受けている児

童に対する措置 

 

確認辞退予定 

年月日 

年　　月　　日 

 

 



様式第15号（第17条関係） 

 

特定乳児等通園支援事業者確認取消・停止通知書 
 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　様 

 

宮崎市長　　　　　　　　 

 

 

　子ども・子育て支援法第54条の３において準用する同法第52条第１項の規定により、次

のとおり確認を（　取消し　・　停止　）しましたので、通知します。 

 

事業者の名称  

事業者の代表者氏名  

事業所の所在地 
〒  ‐   

 

取消し・停止年月日 年　　月　　日 

停止期間  

停止の内容  

取消し・停止の理由  

その他  

 

 
（教示） 

１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、宮崎市長に対して審査請求をすることができます。 ​  

２　この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、宮崎市（訴訟において宮崎市を代表するものは宮崎市長となります。）を被告として提

起することができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内に処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 



様式第16号（第18条第１項関係） 

 

業務管理体制整備事項届出書 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

 

　業務管理体制の整備に関する事項について、子ども・子育て支援法第55条第２項の規定

により、関係書類を添えて届け出ます。 

 

 

事業所の名称及び 

所在地 

 

法令遵守責任者の氏名

及び生年月日 

 

業務が法令に適合する

ことを確保するための

規程の概要 

（確認を受けている事業所の数が20以上の事業者は記入） 
 

業務執行の状況の 

監査の方法の概要 

（確認を受けている事業所の数が100以上の事業者は記入） 
 

 

 

 

 



様式第17号（第18条第２項関係） 

 

業務管理体制整備事項変更届出書 
 

年　　月　　日 

 

（あて先）宮崎市長 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　所在地　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 

 

 

　業務管理体制の整備に関する事項のうち、次に掲げる事項について変更がありましたの

で、子ども・子育て支援法第55条第３項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

 

１　変更事項 

　（該当するものに〇をつけてください） 

変更事項 

 事業所の名称 

 主たる事務所の所在地 

 代表者の氏名、住所又は職名 

 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

 業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

２　変更内容 

変更内容 

変更年月日 年　　月　　日 

変更前  

変更後  

変更の理由  

 

 

 

 


